
１ 圏域にお
ける重点的な
取組別

策定時指標値 目指す R7結果値 策定時から 目標値

（調査年） 方向性 （調査年） の動き （目標年）

３０か所 ３０か所 ３８か所

（R５年） （R7年度） （R11年）

２１施設 ２１施設 増加を目指す

（R５年度） （R7年度） （R11年）

７施設 ７施設 増加を目指す

（R５年度） （R7年度） （R11年）

２か所 ３か所 増加を目指す

（R５年度） （R7年度） （R11年）

→

3 双葉郡における歯科診
療所数（稼働中のもの）

↗ →

2

令和７年度取組
実績

○医療機関からの再開や新規開設に関する相談に当たっては、本庁と
連携しながら活用可能な補助等を助言するなど、再開や新規開設が円
滑に進むよう支援した。
・相談件数 ３件
○帰還・居住した住民に必要な医療が確保できるよう、圏域で不足す
る診療科の開設に係る経費を支援した。
・施設整備支援 ２施設
○安定した医療提供体制を確保するため、再開・開設した医療機関及
び訪問看護ステーションに対して、運営費を支援した。
・医療機関運営費支援 １４施設
・訪問看護ステーション運営費支援 １施設
〇医療ニーズに合わせた新規患者の受け入れのための機能強化支援を
実施した。
・設備整備支援（機能強化） １施設

関連指標の結果

○ 双葉郡８町村における医療機関の再開状況（病院、診療所、歯科
診療所）等

番号 指標

1

令和７年度第８次福島県医療計画地域編評価書（案）（相双医療圏）

双葉郡の医療提供体制の確保

目標① 再開や新規開設を希望する医療機関の増加を目指します。

２ 目標別の
指標結果と取
組実績

双葉郡における医療機
関の再開状況（病院、診
療所、歯科診療所）

↗ →

4 双葉郡の薬局数（稼働
中のもの）

↗↗

↗
双葉郡における医科診
療所数（稼働中のもの）

1

資料１



策定時指標値 目指す R7結果値 策定時から 目標値

（調査年） 方向性 （調査年） の動き （目標年）

１０施設 増加を目指す

（R５年） （R11年）

７施設 増加を目指す

（R５年） （R11年）

６施設 増加を目指す

（R５年） （R11年）

５施設 増加を目指す

（R５年） （R11年）

５施設 ５施設 増加を目指す

（R５年） （R7年度） （R11年）

３ 現状分析

目標②
帰還・居住住民が安心して生活できるよう、医療提供体制の確保を目
指します。
○ 専門診療科を標榜する医療機関数等

↗

2

泌尿器科を標榜する診
療所・病院数（相双地
域）

↗

5
人工透析実施医療機関
数（相双地域）

↗4

耳鼻咽喉科を標榜する
診療所・病院数（相双地
域）

↗

２ 目標別の
指標結果と取
組実績

関連指標の結果

令和７年度取組
実績

○「双葉地域における中核的病院」の整備に向け、令和７年３月に基
本計画が策定され、当計画に基づき基本設計が実施されている。併せ
て、建設予定地に残る県立大野病院の解体工事に着手している。
○相双地域の病院の立入検査の場を活用し、地域の医療ニーズを把握
するとともに、本庁と連携しながら、施設・設備の復旧や増設等を支
援した。
・病院立入検査  １０病院（相双地域）
・透析医療施設・設備支援 １病院（南相馬市）
○復興公営住宅団地内に設置されている双葉郡立診療所（勿来・好
間）の運営費を支援した。

→

3

○双葉地域の医科診療所の稼働状況は前年度（令和６年度：２２施設）から１施設減少し
２１施設となり、策定時と横ばいの状況にとどまっている。開設の意向があっても、建設
資材や労務単価の上昇という社会的な要因により、計画どおりに進まない状況が見られ
る。
○再開・開設済の医療機関にあっては、運営費支援を受けながら診療を継続しているが、
物価高騰や人件費高騰による影響も相まって、経営状況の急速な改善は困難な状況にあ
る。
○再開・開設している医療機関の医師が高齢化していることから、将来的に医療機関の減
少が懸念される。

産科・産婦人科を標榜す
る診療所・病院数（相双
地域）

↗

番号 指標

1
皮膚科を標榜する診療
所・病院数（相双地域）

R8調査はR9.11頃
判明予定

R8調査はR9.11頃
判明予定

R8調査はR9.11頃
判明予定

R8調査はR9.11頃
判明予定
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※地域医療構
想調整会議等
での意見

（調整会議における意見を記載予定）

○双葉地域に不足する薬局については、市町村ごとに設置される薬局開設協議会におい
て、地域に必要とされる薬局機能、再開のあり方について検討し、再開・開設を支援す
る。
○双葉郡の医療提供体制の確保の取組については、人的資源の不足等により、双葉郡で完
結できる医療提供体制の確保は困難であることから、引き続き近隣地域を含めた相双地域
での医療提供体制の確保に取り組む。

４ 今後の課
題・方向性

○「双葉地域における中核的病院」の整備に当たっては、関係機関と連携しながら、医療
法等に基づく整備工程の精査や必要な手続の助言など円滑な開設を支援する。
○帰還の状況や復興の進展に応じて、確保すべき医療機能も変化するため、民間医療機関
の再開動向や双葉地域における中核的病院の整備状況を踏まえながら、引き続き医療ニー
ズを適確に把握し、必要な医療の確保に向けた取り組みを進めていく。
○安定した医療提供体制を確保するため、市町村や関係機関と連携しながら、再開・開設
された医療機関等に対して、引き続き運営支援を行う。
○帰還した住民や新たに居住した住民に必要な医療提供体制が確保できるよう、地域で求
められる医療機能の充実や不足する診療科の再開や開設を支援する。
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１ 圏域にお
ける重点的な
取組別

策定時指標値 目指す R6結果値 策定時から 目標値

（調査年） 方向性 （調査年） の動き （目標年）

１６７人 １９３人 ２３０人

（R４年） （R６年） （R１２年度）

１，４２８人 １，４５２人 １，６７５人

（R４年） （R６年） （R１２年度）

策定時指標値 目指す R7結果値 策定時から 目標値

（調査年） 方向性 （調査年） の動き （目標年）

75.0% 83.3% ７０％以上

（R５年度） （R７年度） （毎年度）

↗ ↗

2 就業看護職員数（相双
圏域）

令和７年度取組
実績

○医療機関の再開等に際して、専門職である医療人材の育成、資質向
上、確保及び定着を図るため、県外からの医療支援等に要する経費を
支援したほか、医学生等に対する修学資金の貸与を行った。
・支援医療機関 ３６施設
・修学資金貸与 医師３７１名、保健師等１９０名、理学療法士等２
４１名

↗ ↗

令和７年度第８次福島県医療計画地域編評価書（案）(相双医療圏）

医療従事者の確保

２ 目標別の
指標結果と取
組実績

目標①
相双地域保健福祉推進計画（令和５年３月改定）に基づき、相双圏域
における医療機関従事医師数及び看護職員数を震災前の水準まで回復
させることを目指します。

関連指標の結果

○ 医療施設従事医師数（相双圏域）等

番号 指標

1 医療施設従事医師数
（相双圏域）

令和７年度取組
実績

○医学生を対象に、地域医療の現状や復興の状況について、管内医療
機関や被災地の視察及び地域住民との交流等を通して理解を深めるこ
とで、将来の地域医療の担い手の育成を図った。
・実施時期：７月下旬
・参加者 ：１２名
・研修内容：病院・消防署の講話及び見学、こころのケアセンター長
      による講話、地域住民との交流、中間貯蔵事業情報セン
      ター見学、語り部講話

目標②
長期的には復興を考慮した医療需要に対応できるよう、医療人材の育
成、資質向上、確保定着を目指します。

関連指標の結果

○ 地域医療体験研修で「将来相双地域で『積極的に働いてみたい』
又は『働いてみたい』」と回答した学生の割合

番号 指標

1

地域医療体験研修で「将来
相双地域で『積極的に働い
てみたい』又は『働いてみた
い』」と回答した学生の割合

→ ↗
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２ 目標別の
指標結果と取
組実績

３ 現状分析

４ 今後の課
題・方向性

※地域医療構
想調整会議等
での意見

○相双圏域の医療施設従事者医師数は、震災前（H22）の236人から、震災後（H24年）に
144人に減少したが、福島県立医科大学からの医師派遣や県外からの医師招へいなど、県
内外から多くの支援を受けて、令和６年度には193人まで回復しているものの医療現場や
地域住民の視点からは充足感があるとは言えない状況にある。
○相双圏域の看護職員数は、震災前（H22.12.31）の2,051人から、震災後（H24.12.31）
に1,173人まで減少したが、看護人材育成、資質向上、確保及び定着に継続して取り組んで
きた結果、1,452人（R6.12.31）まで回復しているものの医療現場や地域住民の視点からは
充足感があるとは言えない状況にある。

○医師については、引き続き、福島県立医科大学及び本庁と連携し、医学生に対する修学
資金の貸与、県外からの医師の招へい、後期研修医の確保等に取り組む。
○県内外の医学生を対象に、引き続き地域医療体験研修を実施することにより、相双地域
の復興の現状や魅力を伝え、将来、相双地域の医療に貢献しようとする医師の増加を図
る。
○引き続き県内外の看護学生等の実習を積極的に受け入れるとともに、実習生に対し、相
双地域の現状や魅力を伝え、将来の医療従事者の育成に努める。

（調整会議での意見を掲載予定）

令和７年度取組
実績

○将来の保健・福祉・医療専門職の担い手育成のため、各養成機関の
求めに応じて学生の実習を受け入れ、相双地域の現状理解と各種専門
分野について教育指導を行った。
・実習受入数：６回
・受入人数：医学生１０名、看護学生１１名
〇調剤業務に携わる薬剤師を対象に、地域包括ケアシステムスキル習
得に係る研修会への参加を支援し、資質の向上、定着に寄与した。
・受講人数 ２人
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１ 圏域にお
ける重点的な
取組別

策定時指標値 目指す R７結果値 策定時から 目標値

（調査年） 方向性 （調査年） の動き （目標年）

65.4% ６３．０％以上

（R５年度） （R１１年）

90.9% ８９．０％以上

（R５年度） （毎年）

96件 （※）

（R５年度）

359件 （※）

（R５年度）

77件 （※）

（R５年度）

341件 （※）

（R５年度）

↗

救急事例における管内
搬送の割合（相馬地域）

↗ →

3 ＃7119の対応件数（双
葉地域）

－

1 救急事例における管内
搬送の割合（双葉地域）

↗

令和７年度取組
実績

〇救急車の適正利用、福島県救急電話相談（＃7119）及び福島県こど
も救急電話相談（＃8000）について、当所ホームページ及び相双地域
感染症発生動向調査週報に掲載し、周知した。
○「福島県ふたば医療センター附属病院」において、地域の診療所等
と役割分担しながら、救急医療体制の充実に取り組んだ。
○福島県立医科大学において、「ふたば医療センター附属病院」で不
足する医師の派遣など必要な支援が行われた。

（※）住民の帰還等に伴い、管内居住人口の影響を受けるため、評価指標ではなくモニタリング指標とします。

令和７年度第８次福島県医療計画地域編評価書(案)（相双医療圏）

救急医療体制の充実

目標①
救急医療機関の適正受診に向けた啓発を通じて救急医療のひっ迫を回
避するなど、救急医療体制の維持に努めます。

２ 目標別の
指標結果と取
組実績

番号 指標

2

関連指標の結果

○救急事例における管内搬送の割合等

5 ＃8000の対応件数（双
葉地域）

－

4 ＃7119の対応件数（相
馬地域）

－

6 ＃8000の対応件数（相
馬地域）

－

R7年度実績はR8.4
判明予定

R7年度実績はR8.4
判明予定

R7年度実績はR8.4
判明予定

R7年度実績はR8.4
判明予定

R7年度実績はR8.4
判明予定

R7年度実績はR8.4
判明予定
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策定時指標値 目指す R6結果値 策定時から 目標値

（調査年） 方向性 （調査年） の動き （目標年）

５７名 ５４名 （※）

（R５年） （R６年）

９４名 ６９名 （※）

（R５年） （R６年）

３ 現状分析

２ 目標別の
指標結果と取
組実績

関連指標の結果

目標②
相双地域には三次救急医療機関がないことから、引き続き、近隣圏域
の三次救急医療機関との連携を図ります。
○ 相双地域から三次救急医療機関に搬送された人数

番号 指標

○相双圏域の救急医療については、患者の搬送件数が、相馬地域、双葉地域ともに増加傾
向にある。
○相馬地域においては、救急告示病院が７か所存在することから、二次救急医療は概ね地
域内で完結しているが、三次救急医療機関がないため、県北圏域やいわき圏域にある三次
救急医療機関との連携が必要である。
○病院群輪番制は４病院で対応していることから、各病院の負担が大きく、今後の輪番制
の維持が課題となっている。
○双葉地域においては、平成30（2018）年4月にふたば医療センター附属病院が開院し、
救急医療の確保に一定の目処が立ったが、専門医療や三次救急医療がないため、県北圏域
やいわき圏域にある三次救急医療機関との連携が必要である。

↘

（※）住民の帰還等に伴い、管内居住人口の影響を受けるため、評価指標ではなくモニタリング指標とします。

令和７年度取組
実績

○福島県救急医療対策協議会において、救急医療体制の整備等につい
て協議を行い、救急医療関係機関相互の合意形成を図った。
○県北・相馬地域メディカルコントロール協議会事後検証会におい
て、救急活動について事後検証し、協議を行った。
○県北・相馬地域メディカルコントロール協議会において１２誘導心
電図伝送WG会議を開催し、１２誘導心電図伝送予後調査の結果を共有
し、協議を行った。
○双葉・いわき地域メディカルコントロール協議会において１２誘導
心電図伝送システム導入検討に係る関係機関会議を開催し、１２誘導
心電図伝送システムの導入について検討を行った。
○相馬地方病院群輪番制協議会総会が開催され、相馬地方における病
院群の救急医療の円滑な運営及び連絡調整等について協議を行った。
○南相馬市の休日夜間急患センター、いわき市の休日夜間急病診療所
の運営費を支援するとともに、相双地域の医療機関における救急医療
従事者の研修受講料を支援した。
・研修支援 ３施設（相馬地域）、１施設（双葉地域）

2
双葉地方広域消防本部が
搬送した救命救急センター
の受入人員

－ ↘

1
相馬地方広域消防本部が
搬送した救命救急センター
の受入人員

－
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４ 今後の課
題・方向性

※地域医療構
想調整会議等
での意見

○避難地域等医療復興計画に基づき、双葉地域の救急医療体制の充実強化に引き続き取り
組む。
○福島県救急医療対策協議会などを通じて、引き続き救急医療を担う医療機関相互の連携
を促進していく。
○住民に対してコンビニ受診（外来診療をやっていない休日や夜間に、緊急性のない軽症
患者が病院の救急外来を自己都合で受診する行為）を控えること、適切な救急車利用、救
急電話相談（＃7119）及び小児救急電話相談（＃8000）の活用などの啓発を引き続き推進
する。

（調整会議における意見を記載予定）
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№ 頁 意見等 回答

1 p2

２ 目標別の指標結果と取組実績
令和７年度取組 実績
〇「双葉地域における中核的病院」の整備に向け、令和７年３月に基本計画が策定
され、当計画に基づき基本 ・実施設計が実施されている。併せて、建設予定地に残
る県立大野病院の解体工事に着手している。
（理由）
令和7年度に基本設計を実施し、次年度も継続して基本設計を行った後、令和8年度
後半から実施設計に着手する予定である。なお、契約は基本設計及び実施設計を一
括して締結している。

御意見を踏まえ、
修正します。

2 p7

３ 現状分析
  下から2行目
 （現行）一定の目処が立ったが、     三次救急医療がないため、
 （修正）一定の目処が立ったが、専門医療や三次救急医療がないため、

御意見を踏まえ、
修正します。

1 ｐ355

３ 救急医療体制の充実
（１）現状と課題
   最終行
  （現行）一定の目処が立ちましたが、     三次救急医療の対応が…
  （修正）一定の目処が立ちましたが、専門医療や三次救急医療の対応が…

次年度以降、新た
な地域医療構想の
策定に向けた検討
と併せて、医療計
画の見直しについ
ても検討を行いま
す。

2 全体

【要点のみ抜粋】
１ 既存医療施設の事業継続支援よりも、実需要を上回る事業拡大を志向している
点が課題である。既存施設の事業継続を最優先とする政策へ転換し、中核病院整備
については段階的かつ需要連動型の見直しを行うべきである。
２ 医療従事者数の減少が強調されている一方で、それを大きく上回る実居住人口
の急減が十分に考慮されていない。実居住人口に基づく医療需要推計を行う必要が
ある。
３ 地域差を考慮せず双葉郡全体を一括で評価している点に課題がある。北部・中
部・南部に区分した上で、地域特性を踏まえた計画策定が求められる。

次年度以降、新た
な地域医療構想の
策定に向けた検討
と併せて、医療計
画の見直しについ
ても検討を行いま
す。

２ 第８次福島県医療計画 圏域別取組（相双医療圏）に対する部会員意見への回答

１「令和７年度第８次福島県医療計画地域編評価書（相双医療圏）（案）」に対する部会員
意見への回答

参考資料１−２



初診 再診

10701138 公立相馬総合病院 無 29.5 28.6 36.7 36.6

10701139 医療法人社団茶畑会相馬中央病院 無 15.8 29.2 0 0

10701143 医療法人社団青空会 大町病院 無 16.9 21.8 3 6

10701144 医療法人相雲会小野田病院 無 27.5 44.1 0 0

10701145 南相馬市立総合病院 無 37.3 23.7 34 31.6

10701146 福島県厚生農業協同組合連合会鹿島厚生病院 無 13.2 4.7 27.9 31.1

10701152 高野病院 無 13.1 3 0 19.1

10701153 渡辺病院 無 37.4 15.6 18.9 0.5

10701154 福島県ふたば医療センター附属病院 無 27.8 15 5.5 16.4

40以上 25以上 50以上 40以上

病
院

要件・基準

【紹介受診重点医療機関の基準】
 ・初診に占める重点外来の割合が40％以上、かつ、再診に占める重点外来の割合が25％以上
 ・紹介受診重点医療機関の指定を受ける意向はあるが基準を満たさない場合は、紹介率・逆紹介率
    （紹介率50％以上かつ逆紹介率40％以上）を活用して協議する。

紹介受診重点医療機関の指定について（外来機能報告結果）

 相双管内の医療機関において、紹介受診重点医療機関になる意向を示した医療機関及び基
準を満たす医療機関はありませんでしたので、相双地域の令和８年度の紹介受診重点医療機
関は「なし」とします。

区
分

管理番号 医療機関名称
意向の
有無

重点外来の割合（％） 紹介率
(%)

逆紹介
率(%)

備考

資料２
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2050 26% 37% 2035
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2020 2050 15.9%
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かかりつけ医機能報告制度に係る協議の場について

① 慢性疾患を有する高齢者等を地域で支えるために必要なかかりつけ医機能について、医療機関から都道府県知事に報告。
② 都道府県知事は、報告をした医療機関がかかりつけ医機能の確保に係る体制を有することを確認し、外来医療に関する地域の関係者との
協議の場に報告するとともに、公表。

③ 都道府県知事は、外来医療に関する地域の協議の場において、地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討し、
結果を取りまとめて公表。

かかりつけ医機能報告制度の概要

令和８年３月３０日
地 域 医 療 課

国における制度整備の背景・趣旨
〇 今後、複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加と生産年齢人口の急減が見込まれる中、「治し、
支える医療」を実現するため、地域医療構想や地域包括ケアの取組に加え、かかりつけ医機能が発揮される制度整備を進める必要がある。

〇 国民・患者が、そのニーズに応じてかかりつけ医機能を有する医療機関を適切に選択できるための情報提供を強化し、地域の実情に応じ
て、各医療機関が機能や専門性に応じて連携しつつ、自らが担うかかりつけ医機能の内容を強化することで、地域に必要なかかりつけ医機
能を確保するための制度整備が行われ、関係法令が令和５年５月に成立し、かかりつけ医機能報告制度が令和７年４月１日から施行された。

報告対象医療機関と報告方法・内容
＜報告対象医療機関＞
特定機能病院及び歯科医療機関を除く病院及

び診療所
※本県においては、県立医大附属病院と歯科医
療機関を除く、全ての病院119機関及び医科診
療所1,337機関が対象(１月時点、休止中除く)
＜報告方法＞
毎年１月から３月に医療機関等情報支援シス

テム(「Ｇ－ＭＩＳ」)又は紙調査票により行う
＜報告内容＞
１号機能︓日常的な診療を総合的かつ継続的

に行う機能
２号機能︓（イ）通常の診療時間外の診療

（ロ）入退院時の支援
（ハ）在宅医療の提供
（ニ）介護サービス等と連携した

医療提供

＜制度概要イメージ（厚生労働省資料抜粋）＞

 資料４ 



協議の場について
○ 都道府県は、「地域の協議の場」において地域で必要なかかりつけ医機能を確保するための具体的方策を検討することとされている。
○ 会議体は、既存のものを活用するほか、新たに立ち上げることも可能とされている。また、協議の内容はかかりつけ医機能に関する内容
であれば特段の定めはなく、在宅医療、医療介護連携、入退院支援など国ガイドラインにおいて幅広いテーマが例示されている。

○ 本県としては、「新たな地域医療構想」と「かかりつけ医機能報告制度」の両輪で地域における医療提供体制を議論していくことが重要
と考えており、新たな地域医療構想においては2040年を見据え、外来・在宅、介護との連携等を含めた将来あるべき医療提供体制の構築を
推進することから、かかりつけ医機能報告制度の協議の場においては、構想区域よりも小さい単位（郡市医師会や市町村単位等）で議論す
ることが望ましいテーマについて、既存会議体を含めた協議の場で地域に必要なかかりつけ医機能を確保するための協議を行う。

これらの現状・方向性を踏まえ、令和８年度以降は
以下のとおり進めていく。

年間のスケジュール
11月7月〜4月〜1月〜3月11月〜

集計データ提供、ガイドラインの見直し等(1/1)報告機能リリース、照会対応システム改修等国
定期報告
依頼

協議の場の
開催

集計データ分析
報告内容の公表

報告内容の確認、督促、紙調査票の
代理入力等

報告対象医療機関へ
定期報告依頼県

定期報告対応G-MISアカウントの整備医療機関

◆ かかりつけ医機能の確保を協議するのは「外来医療に関する地域の協議の場」とされており、県外来医療計画において「地域医療構想調
整会議」を協議の場として位置付けていることから、かかりつけ医機能報告制度の協議の場を「地域医療構想調整会議」とし、令和８年度
はかかりつけ医機能報告のデータを調整会議において提示しながら、圏域の状況を共有することとする。

◆ 一方で、現行の構想区域や調整会議では、外来・在宅、介護連携等のテーマについて具体の議論を行うことは難しいため、調整会議にお
いてデータを共有しつつ、圏域内の小さい単位で在宅医療等の協議を行う必要性について議論された場合に、当該圏域で具体の協議を行う
体制を構築していくこととする。

協議の場の設定について

○ 協議の場において提示するかかりつけ医機能報告のデータについては、地域に必要なかかりつけ医機能を確保するために必要な基礎デー
タとなるものだが、令和６年度の医療機能情報提供制度の定期報告率は本県が42.8%（R7.3.3時点の国による暫定集計率、全国平均
47.4％）となっており、かかりつけ医機能報告の報告率も同程度と予測される。調整会議への提示やその後の協議に資するデータを準備す
るためにも、医療機能情報提供制度を含め、毎年定期報告の報告率向上を目指すとともに、報告内容の精査を行っていく。

定期報告について



開設者 医療機関名 変更の概要 変更時期

一般病床 104床 一般病床 104床 急性期 104床 急性期 104床

稼働
病床数

88
稼働

病床数
50

稼働
病床数

88
稼働

病床数
50

非稼働
病床数

16
非稼働
病床数

54
非稼働
病床数

16
非稼働
病床数

54

療養病床 84床 療養病床 84床 回復期 24床 回復期 24床

稼働
病床数

84
稼働

病床数
84

稼働
病床数

24
稼働

病床数
24

非稼働
病床数

0
非稼働
病床数

0
非稼働
病床数

0
非稼働
病床数

0

慢性期 60床 慢性期 60床

稼働
病床数

60
稼働

病床数
60

非稼働
病床数

0
非稼働
病床数

0

合計 188床 合計 188床 合計 188床 合計 188床

病床機能等の変更報告

変更予定の病床

変更前 変更後 変更前 変更後

許可病床数

医療法人
社団青空会

医療法人
社団青空会
大町病院

一般病床の
一部休止

令和8年3月1日

医療機能別病床数

資料６



開設者 医療機関名 変更の概要 変更時期

病床機能等の変更報告

変更予定の病床

一般病床 89床 一般病床 89床 急性期 57床 急性期 49床

稼働
病床数

40
稼働

病床数
89

稼働
病床数

8
稼働

病床数
49

非稼働
病床数

49
非稼働
病床数

0
非稼働
病床数

49
非稼働
病床数

0

療養病床 0床 療養病床 0床 回復期 32床 回復期 40床

稼働
病床数

32
稼働

病床数
40

非稼働
病床数

0
非稼働
病床数

0

合計 89床 合計 89床 合計 89床 合計 89床

医療法人
相雲会

医療法人
相雲会
小野田
病院

１　病床の再開
２　病床機能の
一部変更（急性
期→回復期）

許可病床数 医療機能別病床数

令和8年4月1日

変更前 変更後 変更前 変更後


